






















高裁に代わって全人代 に 『香港特別行政 区基本法』の最終解釈権
があるとす る、1981年の 「法律解釈」 に関する決議である。
同決議は、法律・法令条文の 「より明確な定義」 と 「補充規定」
を全人代常委会の 「解釈」 もしくは 「追加法令規定」 に委ね(こ
れを 「立法解釈」 と呼ぶ)、あわせて最高人民法院 ・最高人民検察
院による 「司法解釈」、国務院及び同主管部門の 「行政解釈」、各




判決か ら独立 している、②立法権 と立法解釈権が全人代常委会 と
いう同一の権力機関で行使 され、法執行 の監督が司法過程 ならぬ
立法過程の中で処理され る、③司法機関 と行政機関がそれぞれ「司
法解釈」 と 「行政解釈」の権限を有することで司法権 と立法権、
行政権 と立法権 を同時並行的に行使できる、の3点 に要約で きよ
う。
改革開放後の一連の政治体制改革において、党 と中央政府は西
側諸国の 「三権分立」体制 とは異なる 「中国的な特色を持 った」
法治改革を推進 して きたが、「法律解釈」を司法機関のみに委ねる
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のではな く、立法 ・行政 ・司法の各機関がそれぞれの領域で担っ







本年6月 の 「法律解釈」は、香港返還後の法治面での 「一国二
制度」のあり方を検証する事例 として幅広い注 目を集めたが、問




















1環 境条約の遵守 ・実効性 ・効果的実施






















続の活用等 といった点がFCCC遵守制度 にも具体的視点 として
あてはまる。
FCCCは枠組条約 ゆえに具体的な義務 はなんら定め られてい
ないが、その目標達成に向けて温室効果 ガスの国家目録 と各国の































首相 などか ら送 られた国書 ・親書約1100通、吉田茂関係資料約
320点な どである。戦前期の ものは原則 として原史料をそのまま、
また戦後史料 についてはマイクロフィルムで閲覧に供 している。
外交史料館 は内外各方面からの史料 ・事実関係の照会に対 して
可能な限 り調査 ・回答してお り、毎年度 「日本外交文書」1～2
冊 と 「外交史料館報」を刊行 しているほか公開講演会や研究会 を
開催 し、 また諸団体からの要望に応 じて同館所蔵の各種史料を出





































た。 しか し、98年は8%の 成長目標 にたいして7.8%と、予想を








り、国有部門の投資が多 くなってきた。金融 リスクの表面化 も大
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きな問題 となっている。多額の貿易黒字 と直接投資流入は継続 し
ているため、国際収支は経常収支 ・資本収支が共に黒字(双 子の
















成長 も7%と 、昨年の実績(7.8%)をさらに下回る目標 を設定 し
ている。金融については、昨年金利を1年 間で3回 も引き下げる
という、かつてない緩和政策 を打ち出したが、余 り効 き目は出て
いない。財政面では、昨年下期に、1,000億元の国債を出し、そこ
で調達 した資金の半分 を昨年使い、残 りの半分を今年使 うという
ことになっているが、この効果 も上期までしかもたず、下期にな
ると経済はさらに悪 くなるのではないか、との見方 もある。
内需拡大策 としては、農村市場の開拓や非国有部門の投資奨励、
都市の住宅低価格化などが重点 として挙げられている。確かに、
都市の住宅需要は非常に大 きいが、まだ高額でなかなか手が届か
ない点が難題である。国有企業の リス トラで失業、レイオフが増
えてお り、社会不安にならないか懸念される。
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